
社会資本総合整備計画（第１回変更）

山口市

平成２８年３月

山口市における中心市街地の居住環境の改善と防災性の向上



山口市における中心市街地の居住環境の改善と防災性の向上

平成25年度　～　平成29年度　（5年間） 山口市

・居住環境の改善と防災性の向上を図るため整備計画区域内における老朽建築物等を除却する
・居住環境の改善と防災性の向上を図るため整備地区内の広場等の整備を行う

（H25） （H29）

A１　住環境整備事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 全体事業費 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 H25 H26 H27 H28 H29 （百万円） 策定状況

1-A-1 住宅 一般 山口市 直接 山口市 － 山口駅前地区住宅市街地総合整備事業 95 －

合計 95 －

Ｂ　 関連社会資本整備事業（該当なし）

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 全体事業費 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 H25 H26 H27 H28 H29 （百万円） 策定状況

合計 0
Ｃ　 効果促進事業
C１　住環境整備効果促進事業

事業 地域 交付 直接 全体事業費

種別 種別 対象 間接 H25 H26 H27 H28 H29 （百万円）

1-C-1 住宅 一般 山口市 間接 山口市 25 25 25 25 25 8

合計 8

番号 一体的に実施することにより期待される効果

1-C-1 中心商店街内の修景整備に対して補助することで、居住者、来街者にとって過ごしやすい環境整備を図る事業。

Ａ　 基幹事業

要素となる事業名 事業内容 市町村名 備考

備考

事業実施期間（年度）

事業及び
施設種別

備考
工種

－ 中心市街地活性化整備事業 中心商店街の修景整備に対する補助 山口市

備考

山口市

番号 事業者
省略

要素となる事業名 事業内容 市町村名

番号 事業者

番号 事業者
事業及び
施設種別

要素となる事業名 事業内容 市町村名

Ｄ －
効果促進事業費の割合

8.0%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

交付対象事業

0.85㎡／人

全体事業費 合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

103百万円 Ａ 95百万円 Ｂ － Ｃ 8百万円

最終目標値

4.30% － 3.0%

一人あたりの公園・広場面積
（一人あたりの公園・広場面積）＝（公園・広場面積（㎡））／（地区内人口（人））（㎡／人）

0.78㎡／人 －

計画の期間 交付対象

計画の目標

中心市街地内の密集住宅市街地において、狭あい道路の解消や老朽建築物の除去・建替えを行い、併せて広場整備を促進することで居住環境の改善と防災性の向上を図る。

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値

地区内の除却必要戸数の割合
（除却必要戸数の割合）＝（除却した戸数）／（全体の建築物の戸数）（％）

現況調査、整備計画策定、事業計画策定
道路・建物の測量、補償調査、建物除却
広場整備

別紙５－２

社会資本総合整備計画 平成２８年３月２３日

計画の名称 重点計画の該当



交付金の執行状況

※　平成２６年度以降の各年度の決算額を記載。

（単位：百万円）
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（図面）社会資本総合整備計画

計画の名称

計画の期間 平成25年度　～　平成29年度　（5年間）

　　　　　　整備地区

交付対象

山口市における中心市街地の居住環境の改善と防災性の向上

山口市

効果促進事業箇所

N 

JR山口駅 

山口市役所 1-C-１ 
中心市街地活性化整備事業 

1-A-1 
山口駅前地区住宅市街地総合整備事業 
（整備地区 約72ha） 


